
平成２１年度 基礎的電気通信役務支援機関業務特別会計予算 

についての説明 

 

 

平成２１年度予算については、別紙予算書のとおり、平成２０年度に比

べて予算規模総額では、約３９億円の増となっていますが、これはユニバ

ーサルサービス制度に係る番号単価がこれまでの月額６円に対し、本年２

月の算定対象電気通信番号から月額８円に値上げとなったことに伴い負担

金収入が増となるためです。 

 

この平成２１年度の予算の仕組みは、負担金収入の１５３億円（ＮＴＴ

東西の自己負担分を除く）は、ＮＴＴ東西に対する交付金と平成２０年度

支援機関事務費としての借入額の返済に全額、充当されます。 

 

当支援機関の平成２１年度の事務費は、借入金（６,３8０万円）と前年

度繰越金（６５０万円の見込み）の合計額７,0３０万円の予算規模です。 

 

別紙予算書は公益法人会計基準に基づき作成していますが、上記の負担

金及び交付金関係と支援機関事務経費を区分し分かり易く整理をしたもの

が別表参考資料です。 
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